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１． はじめに 
 道路騒音による損失を貨幣評価する方法のひとつに，

人々の騒音への選好から損失評価値を計測する方法が

ある．その代表的な方法は，ヘドニック価格法（顕示

選好からの評価）と CVM（表明選好からの評価）であ
る．日本における前者代表的研究として，山崎 1)，矢沢･

金本 2)，肥田野･林山 3）があり，後者には横山ら 4)，並

河ら 5)がある．本研究は，CVMにより騒音の損失評価
を行うことに注目している．それは，①騒音による損

失が発生する閾値についても計測が可能であること，

②時間帯別の損失評価値を計測可能であること，が主

な理由である． 
ある特定の地域の道路騒音による損失の総費用を計

測する際には，閾値の設定が重要になる．総費用は，

実際の暴露騒音と閾値の差に単位 dB(A)あたりの損失
評価値をかけて推計することが多いが，たとえば 
Delucchi6)によると米国における損失の推計において，

騒音の閾値を 55dB(A)から 50dB(A)に変更することで
騒音の社会的費用が約 3 倍になると指摘している．閾
値も損失評価には重要な要素であり，CVMではこの把
握が可能である． 
つぎに，同じ騒音レベルの騒音に暴露しても時間帯

によりその影響は異なるため，たとえば昼間なら気に

ならない騒音でも，就寝時には睡眠を妨害する可能性

などがあり評価時間帯別に損失評価値が必要である．

このような計測はヘドニック価格法では困難である． 
CVMによる計測には上述の利点があるが，利用の際
には，調査精度あるいは妥当性を確保するために多く

の設定について検討する必要がある．たとえば，WTP 
 
 
 
 
 

 
 

は個人あたりの支払いとすべきか世帯あたりにすべき

か，ある一定期間あたり（月，年あたり）とすべきか

対策の有効期間あたりとすべきかなどについても，検

討が必要である．本研究では，その内騒音の損失評価

値を計測する際にポイントとなる次章に示す 2 点を検
討することが目的である． 
 
２． CVM 調査における検討項目 

（１）調査時の閾値の設定 
前述のように，騒音評価において閾値は，推計され

る総費用に大きな影響を与える．加えて CVMにより騒
音を評価する際には，騒音レベルを損失が発生しない

状況(閾値)へ改善するためのWTPを質問するため調査
時に閾値を設定する必要がある．その際，以下の理由

によりその妥当な値について検討する必要がある． 
まず，CVMにおける最大の問題点のひとつであるス

コープ無反応性に関連して，設定する Xs（調査時に設
定する損失がない騒音レベルで，閾値 X0と等しいか小
さくなければならない）を小さすぎる値に設定すると

本来は損失を生じるような大きな騒音でなくても質問

に回答するうちにWTPをつけてしまう可能性がある． 
また，本調査では複数の音を聞いてもらいWTPを回
答してもらうため，回答者への負担を考慮して無駄な

質問は最大限削除するよう努力しなければならない． 
 
（２）道路騒音を再現する音響機器の影響 

CVMでは，回答者に仮想的な騒音が与える影響を認
識させることが非常に重要であるため，実際に道路騒

音を聞かせる．一般に音が人に与える影響の調査では，

外からの音を遮断した無響音室(図－1)で実験がなされ
る．しかし，本調査では，音を評価してもらうという

よりむしろ，道路騒音レベル X が日常生活へ与える影
響を考えてもらい，騒音対策に支払うWTPを回答して
もらう必要がある．そのため，訪問調査により回答者

の家で騒音を再現するほうが，騒音の生活への影響を

イメージしやすいと考えられる．本研究では，ヘッド 
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ホンにより回答者の家で調査を行うことを想定してい

る．そのためヘッドホンと無響音室とでは，同じ騒音

レベルに対する WTP の回答に違いが生じるのか否か
を検討する． 
 
３． 方法 
（１）騒音レベルと損失評価値の関係 
 図－2に示すように，騒音による損失は閾値を持ち閾
値よりも大きな騒音レベルについては，騒音レベルと

損失評価値に線形の関係があると仮定する．CVMでは，
このXをX0に削減する対策へのWTPを質問するため，
騒音レベル X での損失評価値は WTP と等しくなる．
これを 1dB(A)あたりの損失評価値にするには，WTP
を(X－X0)で除すことになる．なお，本研究での騒音レ
ベルは，すべて屋内における自動車騒音を対象として

いるため，一般に観測される道路沿道での騒音レベル

とは異なることに注意が必要である．調査時に利用す

る騒音は，国道 17号線板橋区板橋 3丁目付近において
日本工業規格 Z8731に定められた騒音測定方法に基づ
きサンプリングした音を調査の騒音レベルに合わせて

加工した騒音を使用する． 
 
（２）調査票の概要 

WTPの質問方法は図－3に示すように，まず，回答
者が騒音による損失がない騒音レベル Xs の家(賃貸)に
居住していると仮定する．ところが家の沿道交通量が

近い将来増加することに伴い屋内の騒音レベルが X に
悪化してしまう．そこで，騒音対策として，家の防音

性能を向上させることができる対策を提示し室内の騒

音レベルを現状の Xs に保つことができると説明する．
この対策への WTP を家賃の追加的支払として回答者
に質問する．調査時には，騒音レベル X の WTP を調
査するために X0→X→X0の順番に騒音をそれぞれ 30 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
秒ずつ聞かせる．この時，回答者にはその騒音レベル

を数値では伝えない．なお，家には回答者のみが住ん

でいると仮定するため，効果は回答者のみに有効であ

るとしている．また WTP は，まず金額のオーダーを
選択肢から回答してもらい（支払わない，0～1,000円，
1,000～1万円，1万円から 10万円，10万円以上），つ
ぎに，このオーダーを 10分割した選択肢とそれ以外の
金額の回答欄(支払わないはその理由を，10万円以上は
自由回答のみ)からWTPを回答する方式としている． 
 
４． 妥当な初期騒音レベル Xs の設定の検討 

（１）初期騒音レベル Xs の設定 

調査時の初期騒音レベルXsの妥当な値を検討するた
めに表－1 に示す調査を，2002 年 2 月に学生 58 人を
対象に実施した．調査では，回答者を 3 つのグループ
に分け，それぞれ現状騒音 Xsを 40，45，50dB(A)と設
定し，5dB(A)ずつ最終的に 65dB(A)まで騒音レベルを
増加させたときの WTP を調査した．ここで，閾値が
X0であるとして，Xsより 5dB(A)増加させたときの騒
音レベルが X0よりも小さいならばWTPは 0と回答さ
れると仮定すると Xsが X0よりも小さいならば騒音レ
ベル XにおけるWTPは Xsによらず一様になる． 
調査から得られたWTP(X，XS)を表－2に示す．  
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図－2 騒音レベルと損失の関係 
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図－3 仮想的状況の設定 
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この結果には，以下の 2 点の傾向が見られる．このこ
とを検証するため以下に示す統計的検定①，②を行う． 
 
・3 つのグループにおいて，X が 55dB 以上の回答の

WTPには違いがないように見える． 
・WTP(45,40)， WTP(50,45)には，WTP を 0 と回答
した回答者が多い．それぞれ，9人，11人であった．
つまり，WTPの平均値が 0でありこの騒音レベルが
閾値よりも小さい可能性がある． 

 
①X≧55dB(A)では WTP の平均値に差はない 

まず，Xが 55dB以上のWTPの平均値に有意な差は
ないことを検定する．各騒音レベル X ごとに，3 つの
グループから 2つを選び（3つの組み合わせがある），
それぞれのグループの WTP の平均値に有意な差があ
るかを検定した．その結果，有意水準 5％でどの組み合
わせにも平均値に有意な違いは見られなかった．分散

が大きいこととサンプル数が少ないことは考慮しなけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ればならないが，違いがないと解釈してよいと考える． 
 
②WTP(45,40)，WTP(50,40)の平均値は 0である 

次に，WTP(45,40)，WTP(50,40)の平均値は 0 であ
ることを検定する．こちらは有意水準 5％で棄却される．
よって，統計的には，WTP が 0 であるとはいえない．
しかし，45dB(A)では，“WTP＝0”の回答が約 50％あ
ること，それ以外の WTP の平均値でも約 750 円とか
なり小額であることなどから損失は発生しないものと

考える．50dB(A)については，“WTP＝0”となる回答
が約 50％あることは，50dB(A)が閾値より小さい可能
性を持っているが，WTP(50,40)については，WTPが 0
との回答が 1 件しかなかったことを考慮すると， 
50dB(A)あたりが，騒音被害の発生する閾値と考えるこ
とが，損失評価値の計算や，調査時の回答者への質問

回数を減らす視点からは，適当であると思われる． 
 
（２）損失評価値の計測 
ここでは上記の結果より，閾値は 45dB(A)から

50dB(A)の間にあると考え，初期騒音レベル Xs を
45dB(A)と仮定して，それ以上のWTPについては，グ
ループ A,B 間で違いがないものとして損失評価値を計

表－1 第 1回調査の概要 
調査期間 2002年 2月 
調査対象 中央大学学生 

使用音響機器 無響音室 
騒音レベルの設定 

グル
ープ 

サン
プル 

現況騒音レベル 
Xs dB(A) 

騒音レベル X dB(A)
の変化 

A 20 40 45→50→55→60→65 
B 19 45 50→55→60→65 
C 19 50 55→60→65 

表－2 第 1回調査の結果 
WTPの平均値 [円/月/人] 騒音レベル 

X dB(A) Xs＝40 dB(A) Xs＝45 dB(A) Xs＝50 dB(A)

45 
415 

(509) 
[9] 

  

50 
1,390 

(1,063) 
[1] 

537 
(884) 
[11] 

 

55 
3,915 

(2,787) 
[0] 

3,468 
(2,548) 

[0] 

3,879 
(6,604) 

[1] 

60 
5,450 

(2,685) 
[0] 

5,547 
(2,672) 

[0] 

5,911 
(6,282) 

[0] 

65 
8,600 

(4,604) 
[0] 

8,895 
(3,710) 

[0] 

8,947 
(5,701) 

[0] 
有効サンプル数は，Xsが 40，45，50でそれぞれ 20，19，19 
上段:WTPの平均値， 
中断(標準偏差)， 
下段:[“WTP=0”の回答数] 
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図－4 騒音レベルと WTP の関係 

表－3 計測された損失評価値 
損失評価値* (円/dB/人/年) 騒音レベル

X dB(A)
損失評価値 
(円/人/年) 閾値 45dB 閾値 48dB 

50 11,692   2,338     5,846    
55 44,369   4,437     6,338    
60 65,969   4,398     5,497    
65 104,923   5,246     6,172    

*閾値を用いて単位デシベル当たりに換算 



測する．グループ Cについては，XSが閾値を超えてい
る可能性があるため含めない．各騒音レベルにおける

WTPの平均値は表－3のようになる．表中には，今回
採用した，閾値を 45dB(A)として 1dB(A)あたりの損失
評価値を計算したものに加え，図－4に示す回帰曲線よ
り推計した閾値(約 48dB(A)になる)からもとめた単位
dB(A)あたりの損失評価値を比較として示した．閾値の
設定により，損失評価値を単位 dB当たりに換算すると
その設定が損失評価値に大きく影響する．よって，騒

音レベルに対する損失評価値 v(X)を結果とすることが
妥当であろう． 
 
５．音響機器の違いが WTP に与える影響 

次に，第 2 回調査として，騒音を再現する音響機器
の種類による影響を見るため，前回と同様の調査を初

期騒音レベル XS＝45dB でヘッドホンと無響音室で行
った．調査対象は，前回同様中央大学の学生とした．

ただし前回の調査対象者とは別人の 19人である．調査
の目的が，ヘッドホンと無響音室の違いを検討するこ

とであるため，回答は同じ回答者に約 1月間隔をあけ，
同じ質問に回答してもらった．調査結果を表－4に示す． 
得られた各悪化騒音レベル X でのヘッドホン，無響

音室での WTP をそれぞれ WTPh(X,45)，WTPm(X,45)
とし，式(1)のような割合の指標 w(X)を作成する． 
 

)45,(
)45,()45,(

)(
XWTP

XWTPXWTP
Xw

m

hm −
=      …(1) 

 
この指標 w(X)は，ヘッドホンと無響音室での各悪化
騒音レベルごとのWTPが等しければ w＝1となり，無
響温室での騒音レベルでの WTP のほうが大きく回答
されれば w＞1，逆に小さく回答されれば w＜1となる． 
ここで，すべての Xについてのこの指標 w(X)の分布
を，図－5 に示す．図中の w=0 には，どちらの WTP
も 0と回答した 6サンプル(相対度数にして約 7.9％)が
含まれている． 
また，各騒音レベルでの WTPm(X,45)－WTPh(X,45)
の平均値が 0 であるという統計的検定も行ったが有意
水準 5％で有意な差は見られなかった．加えて，第１回
調査で今回の調査と同様の設定であるグループＢとも

検定を行ったがこれも有意な違いは見られなかった． 
 以上の結果より，音響機器の違いは，WTPにそれほ
ど影響しないと判断する． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．おわりに 
 本研究では，CVMを用いて個人の騒音暴露による損
失を回避するWTPから計測する手法を提示した．その
際，騒音の評価では重要な値となる閾値が 45 から
50dB(A)の間にある可能性が大きいため，調査の開始点
である現状騒音レベルは 45dB(A)と設定することが妥
当なこと，騒音を再現する音響機器としては，ヘッド

ホンのような簡易なものでも WTP には影響しないこ
とを示した．今回の調査は，学生を対象としているた

め，一般の回答者を対象とした調査を実施することや，

時間帯別の損失評価値の計測が課題である． 
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図－5  音響機器の違いによるWTPの差 

表－4 第 2回調査の結果* 
WTPの平均値 [円/月/人] 騒音レベル 

dB(A) ヘッドホン** 無響音室*** 
50 1,079 [5]    821 [6]   
55 2,837 [1]    2,926 [1]   
60 5,211 [0]    5,632 [0]   
65 8,421 [0]    8,632 [0]   

*有効サンプル数 19 
**2003年 5月に実施 ***2003年 6月に実施 
[“WTP=0“の回答数] 
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